
新見市産業連関表

経済波及効果シートの見方・使い方



１．最終需要が変化した場合
①すべての需要を市内の製造品（食料）でまかなう場合
（卸売・小売マージン、輸送費は市内の平均値で自動計算）

食料品の最終需要10億円が市内で発生する場合

ケース①
『すべての需要を市内の製造品（食料）でまかなう』、
『卸売・小売マージン、輸送費は市内の平均値で自動
計算する』場合

↓
列：「購入者価格」内の「市内のみ」
行：「食料品」
列と行の交差セルに「100,000」（万円）を入力する

（結果について）
経済波及効果は12億7,900万円となる。
直接効果は、需要増加による市内生産増加額である。
市外への需要の漏れがないため、10億円となる。
第1次間接効果は、生産によって発生する原材料の需
要額であり1億4,432万円となる。
第2次間接効果は、食料品や原材料の生産に従事する
雇用者が、生産増加に伴う所得の増加により、市内需
要を増加させる効果であり、1億3,469万円となる。
食料品や原材料の生産によって生まれる市内の雇用者
数は、合計106人となる。



１．最終需要が変化した場合
②需要の一部を市外からの移輸入品でまかなう場合
（卸売・小売マージン、輸送費は市内の平均値で自動計算）

食料品の最終需要10億円が市内で発生する場合

ケース②
『需要の一部を市外からの移輸入品でまかなう』、
『卸売・小売マージン、輸送費は市内の平均値で自動
計算する』場合

↓
列：「購入者価格」内の「市内＋市外」
行：「食料品」
列と行の交差セルに「100,000」（万円）を入力する

（結果について）
経済波及効果は3億7,072万円となる。
直接効果は、需要増加による市内生産増加額である。
市外への需要の漏れがあるため、2億8,343万円となる。
第1次間接効果は、生産によって発生する原材料の需
要額であり4,005万円となる。
第2次間接効果は、食料品や原材料の生産に従事する
雇用者が、生産増加に伴う所得の増加により、市内需
要を増加させる効果であり、 4,724万円となる。
食料品や原材料の生産によって生まれる市内の雇用者
数は、合計40人となる。



１．最終需要が変化した場合
③すべての需要を市内の製造品（食料）でまかなう場合
（卸売・小売マージン、輸送費は直接入力）

食料品の最終需要10億円が市内で発生する場合

ケース①
『需要の一部を市外からの移輸入品でまかなう』、
『卸売・小売マージン、輸送費は直接入力する』場合

↓
列：「生産者価格」内の「市内のみ」
行：「食料品」「卸売」「小売」「運輸・郵便」
列と行の交差セルに、各々適切な数値を入力する。
※合計額が10億円になるようにする。

（結果について）
経済波及効果は12億7,765万円となる。
直接効果は、需要の増加よって生じる市内生産額であ
る。市外への需要の漏れがないため、10億円となる。
第1次間接効果は、生産によって発生する原材料の需
要額であり1億4,509万円となる。
第2次間接効果は、食料品や原材料の生産に従事する
雇用者が、生産増加に伴う所得の増加により、市内需
要を増加させる効果であり、 1億3,257万円となる。
食料品や原材料の生産によって生まれる市内の雇用者
数は、合計103人となる。



１．最終需要が変化した場合
④需要の一部を市外からの移輸入品でまかなう場合
（卸売・小売マージン、輸送費は直接入力）

食料品の最終需要10億円が市内で発生する場合

ケース①
『すべての需要を市内の製造品（食料）でまかなう』、
『卸売・小売マージン、輸送費は直接入力する』場合

↓
列：「生産者価格」内の「市内＋市外」
行：「食料品」「卸売」「小売」「運輸・郵便」
列と行の交差セルに、各々適切な数値を入力する。
※合計額が10億円になるようにする。

（結果について）
経済波及効果は3億7,550万円となる。
直接効果は、需要増加による市内生産増加額である。
市外への需要の漏れがあるため、2億8,730万円となる。
第1次間接効果は、生産によって発生する原材料の需
要額であり4,108万円となる。
第2次間接効果は、食料品や原材料の生産に従事する
雇用者が、生産増加に伴う所得の増加により、市内需
要を増加させる効果であり、 4,712万円となる。
食料品や原材料の生産によって生まれる市内の雇用者
数は、合計40人となる。



２．建設投資の分析
①道路建設

建設投資10億円が市内で発生する場合

ケース①
『道路建設』

↓
行：「一般道路」に「100,000」（万円）を入力する

（結果について）
経済波及効果は13億3,819万円となる。
直接効果は、需要の増加よって生じる市内生産額であ
る。建設投資では市外への需要の漏れがないため、発
生需要と同じ10億円となる。
第1次間接効果は、建設によって発生する原材料の需
要額であり1億6,392万円となる。
第2次間接効果は、建設や原材料の生産に従事する雇
用者が、生産増加に伴う所得の増加により、市内需要
を増加させる効果であり、 1億7,427万円となる。
建設や原材料の生産によって生まれる市内の雇用者数
は、合計85人となる。



２．建設投資の分析
②工場建設（SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造）

建設投資10億円が市内で発生する場合

ケース②
『工場建設（SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造）』

↓
行：「SRC工場」に「100,000」（万円）を入力する

（結果について）
経済波及効果は13億5,601万円となる。
直接効果は、需要の増加よって生じる市内生産額であ
る。建設投資では市外への需要の漏れがないため、発
生需要と同じ10億円となる。
第1次間接効果は、建設によって発生する原材料の需
要額であり2億910万円となる。
第2次間接効果は、建設や原材料の生産に従事する雇
用者が、生産増加に伴う所得の増加により、市内需要
を増加させる効果であり、 1億4,691万円となる。
建設や原材料の生産によって生まれる市内の雇用者数
は、合計85人となる。


